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研究成果の概要（和文）：これまで、近代内モンゴルの盟制度とその役割について検討されることはほとんどな
かった。本研究ではオラーンチャブ盟旗盟長協議会の会議録を手がかりに、盟の役割について初歩的な考察を行
った。内モンゴル西部において、盟の設置は1910 ～1930年代の議論を踏まえて、日本の支配のもと具体化され
た。盟の制度は、1938年以降も内モンゴル社会において重要な役割を果たした。盟は旗に対して主導的立場を取
り、旗と県の間で問題が生じたさい、仲介者となり、また、盟は旗の要望や現状を政府に伝える役割をもった。
1945年以降、盟の組織は、政府中央と旗をつなぐ存在として期待され、形を変えながらも存続し続けたのであ
る。

研究成果の概要（英文）：In previous studies, it was rare for this new league system and its role to 
be examined outside of the history of Modern Inner Mongolia. I examined “The proceedings of the 
conference between the heads of league and banners in Ulaanchab”, and focus on the role of the 
league. The establishment of the league system in Western Inner Mongolia was realized under Japanese
 rule through discussions that took place from the 1910s to the 1930s. The league system played an 
important role in Inner Mongolian society after 1938.The league was in a leading position to the 
banners, and acted as an intermediary between the banners and prefectures in the Mengjian 
government. The league also informed the central government of the banners’ requests and current 
situation. The Ulaanchab league was expected to act as a conduit between the central government and 
the banners, and it continued to survive by changing its shape after 1945.

研究分野：経済史

キーワード： モンゴル　盟旗制度　オラーンチャブ盟　中華民国　国民政府　蒙疆政権　日中戦争
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令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　本研究では、長期的な視野のもと、内モンゴルの盟旗制度が「属人的」支配機構から「近代的」行政機関へ変
化した歴史的過程を整理・検討した。これと同時に蒙疆政権時代のオラーンチャブ盟の会議録や地誌を詳細に分
析し、旗の統治体制や開墾地を巡る蒙漢の関係について分析を行った。蒙疆政権時期、日本側にとって盟は支配
の要であるとともに、モンゴル側にとって、自らの利益を確保するうえで重要な組織であった。盟の機能は、日
本の敗戦後も形を変えながら、次世代に継承されたが、為政者と地域社会をつなぐ役割を果たしたと考えられ
る。それゆえ盟の再編過程と地域社会との関係について考察することは、きわめて現代的な意義を持つのであ
る。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
本研究は、20世紀以降、内モンゴル社会における「属人的」な支配体制が、いかにして「近代
的」な行政機構へ転換したのか、また、こうした変革が、内モンゴルにおける開墾問題や漢人移
住、そして「近代的」な経済制度確立といかに連動していただろうか、という疑問点から出発し
ている。 
歴史的背景について説明すれば、17 世紀半ば以降、モンゴル地域は、清朝支配下にはいり、
「盟旗制度」のもとに再編された。清朝は、モンゴル民族の軍事力を保持するために、各部族を
そのまま「旗」（ホショー）に再編し、さらに旗の集合体として「盟」（チョールガン）を置き、
ハルハ（外）モンゴル 4盟、内モンゴル 6盟とした。この盟は、モンゴル諸部族の会合の場であ
る「会盟」を起源とし、常設の機関ではなかった。一方、モンゴル地域では、盟旗制度のもと、
遊牧社会の「属人的」支配体制が適用され、そのもとで世襲王公が牧民を統治していた。その中
で「旗」はモンゴル遊牧社会の基幹組織となり、各旗の世襲王公は、土地ではなく「人」を単位
として把握し、成年男子に賦役（アルバ）を課した。そして「盟」の役割は、旗を束ね、清朝の
民族統治機構である理藩院を媒介に、中央から各旗へ命令を伝達し、旗の案件を中央に伝えるこ
とであった。このように清朝時代、盟旗は、北アジアの遊牧民の伝統社会、すなわち移動生活を
前提として組織され、そのもとで王公は「属人的」に牧民を統治した。そのさいモンゴルには「封
禁政策」が敷かれ、漢人による開墾や通婚は禁止され、「内地」（漢人社会）とは異なる秩序のも
とに置かれたのである。 
しかしながらアヘン戦争以降、多額の負債を抱えた清は、「周縁」部に対して保護政策から開
発政策へと転換した。これに加え「内地」の人口増加や中国北部の災害により、内モンゴルには
漢人移民が流入し、遊牧社会は農耕社会へと変化してゆく。こうして内モンゴルでは開墾と漢人
移住が進んだことで、旗内には漢人統治機関である「県」が設置された。辛亥革命後、新たに成
立した中華民国は、「周縁」部の開発を継続するとともに、「省」「県」を行政組織の基本単位と
し、また盟旗の全域を東三省、および新設の三特別行政区（1928 年より省）の管轄下に置いた。
このように 20 世紀初頭までに、内モンゴルには「内地」の制度が導入され、盟旗制度の枠組み
は再編を迫られた。そして内モンゴル社会には、旗と県、省と盟が併存する重層的な統治体制が
生まれ、盟旗制度は再編を迫られることになるのである。 
これまで盟旗制度にかんしては、清代初期を中心に研究が進められ、清朝の統治原理や旗の社
会組織に焦点が当てられてきた。また近年、モンゴル国において公文書史料が公開されたことで、
外（ハルハ）モンゴルの「旗」の組織の解明が飛躍的に進んでいる。たとえば岡洋樹は、旗の組
織が旧来の血縁集団を基礎として再編され、清代モンゴルにおいて盟旗制度と従来の社会組織
が併存したことを指摘する（岡洋樹『清代モンゴル盟旗制度の研究』2007）。 
一方で、近代の盟旗制度や開墾問題について、従来の研究では、個別の旗や地域の事例分析に
注目し、盟旗の組織の弱体化や、開墾を巡る蒙漢の対立が先鋭的に描き出されてきた。なお、烏
力吉陶格套の研究（『清至民国時期蒙古法制研究』フフホト、2007）は、法制史の立場から清末
以降、1930 年代までの盟旗制度の変遷と弱体化に言及した優れた研究であるが、日本支配時期
については検討の余地が残されている。また、筆者も 1920 年代の盟旗制度を巡る議論や、満洲
国支配下の東部内モンゴルにおける王公制度の廃止について検討したが、盟旗制度の枠組みや
実態の変化を考察するには至らなかった。その理由として、中国においてこの時期の盟旗地域に
関する史料の大部分が非公開、もしくは未刊行であったこと、そして文化大革命期、内モンゴル
の知識人や旧官僚が日本との関係を厳しく問われ、1945 年以前の体制が否定されたことなどと
関係があると考えられる。 

 
 
２．研究の目的 
先にも述べたように 1910 年代以降、内モンゴルでは中華民国や国民政府の支配下に置かれ、
盟旗制度が弱体化しつつあった。1930 年代以降、内モンゴル東部は、満洲国、西部は蒙疆政権
の支配下に置かれ、1947 年に内モンゴル自治区が成立した。満洲国の統治体制や、中華人民共
和国成立の過程で、内モンゴル東部の盟は省へ変更され、また世襲王公制度も廃止されたるなど、
封建的秩序は解体された。一方、内モンゴル西部において、盟旗制度はそのまま温存されたが、
1930 年代後半より少しずつ「盟」の改編がおこなわれた。このように、1940 年代までに東西内
モンゴルの「盟」は、周辺の省の支配から脱して再編され、人民共和国時代を迎えたのである。 
以上を踏まえ、本研究では、第一に、近代内モンゴルにおける「盟旗制度」の役割と再編に注
目する。中華民国や日本の支配のもと、盟の再編が地域社会に与えた社会経済的インパクトを解
明したい。第二の目的は、盟旗制度の歴史的な変遷過程を把握したうえで、近代における「盟」
の役割を明らかにすることである。これにより内モンゴル遊牧社会における「属人的」支配体制
がいかに「近代的」統治機構へ変化したのか、そしてこの制度的変化は、地域社会にどのような
インパクトを与えたのか、また現代に継承されたのか実証的に解明することを目指す。 
 



 
３．研究の方法 
本研究では、つぎの三つの視点を中心に、近代内モンゴルの盟旗制度の歴史的変化と、それが地
域社会に与えた影響について考察する。 
 
① 1930 年代、内モンゴル西部の盟旗制度の把握 
 第一に、清末から現代までの長期的な視野のもと、内モンゴルの盟旗制度が「属人的」支配機
構から「近代的」行政機関へ変化した歴史的過程を整理・検討する。この課題については、主に
中国で刊行された地方志や文献を調査し、蒙疆政権時期の内モンゴル西部において、盟の新設過
程や、県旗の状況について明らかにしたい。また、1945 年以降の状況も視野に入れつつ、内モ
ンゴル西部の盟旗の領域について確認する。 
 
② オラーンチャブ盟の再編：東部内モンゴルとの比較 
内モンゴルにおける具体的事例に基づいて、盟旗制度を巡る国内の議論を整理し、盟旗の歴史
的変遷と再編の歴史的意義を検討する。従来の研究では、盟旗制度の誕生と弱体化が研究対象と
なっており、盟旗制度の機能とその変容については、ほとんど分析が進んでいなかった。しかし
長期的な視野で考えると、清代から民国期まで、ほぼ実態のなかった「盟」制度は、日本支配時
代に大きくその姿を変え、行政機関として整備された。たとえば、内モンゴル東部において、旧
来の盟の枠組みは廃止され、新たに興安省が設置されたが、これらはモンゴル人のための省であ
ったといえる。一方、西部では、盟制度は維持されたものの、バヤンダラ盟が新設されるなど蒙
疆政権のもとで再編が進んだ。本研究では、東部と西部を比較しつつ、オラーンチャブ盟の盟旗
制度について検討する。 
 
③ 日本支配と盟旗制度の変化：旗への影響 
蒙疆政権設立当初、日本の支配は旗内部まで及ばず、それゆえ盟は「支配の要」であった。一
方、モンゴル側にとって、盟は自らの利益を確保するうえで重要な組織となった。本研究では、
盟の会議録や公文書、定期刊行物等をもとに、旗と盟の関係、および盟と蒙疆政権との関係につ
いて、社会経済史的な側面から考察する。 
 以上の視点から、本研究では、内モンゴル西部地域における盟旗制度の近代化と地域社会の動
向について分析を行うことにしたい。 
  
 
４．研究成果 
研究一年目である 2018 年 11 月、昭和女子大学で開催された国際モンゴル学アジア大会（Asian 
Seminar Ⅱ of the International Association for Mongolian Studies in 2018 “Mongols in 
the 20th Century”）に参加し、歴史部会において、The establishment of the province and 
league-banner system in Modern Inner Mongolia と題する報告をおこなった。同報告では、20
世紀前半、内モンゴルにおける盟旗制度にかんして、中華民国において、どのような議論がなさ
れ、地域社会では、それらの改革がいかに方向づけられていったのか、盟旗制度と省制度の問題
をもとに、基本的な分析をおこなった。なお本報告を含む報告集が、2020 年に国際モンゴル学
会（Mongols in the 20th Century 所収）によって刊行されている。 
二年目の 2019 年は、海外・国内において報告を行った。9月、内モンゴル大学モンゴル学研究
中心（中国フフホト市）を訪問し、現地の研究者の助力を得て資料収集等を行った。また、内モ
ンゴル大学では、日本におけるモンゴル史研究の現況について講演（「日本蒙古史研究近況」）を
行い、現地の研究者と意見交換と研究交流を実施した。 
さらに 11月、これまでの調査研究をもとに、2019 年度内陸アジア史学会大会（東北大学）に
おいて「蒙疆政権下における盟とその機能－オラーンチャブ盟を事例に」と題する報告を行った。
ここでは、20 世紀前半以降、内モンゴルにおいて、清代以来の伝統的な盟旗制度の変化を整理
したうえで、1930～40 年代、内モンゴル西部における制度変革と地域社会に与えた影響につい
て検討した。 
 2020 年は、新型コロナ・ウィルスの世界的流行により、国内外での調査や国外の研究者との
交流が不可能となった。そのため計画を変更し、日本国内の資料館において資料を収集するとと
もに、これまで収集した蒙疆政権における資料の整理を行った。具体的な方法としては、1929～
30 年に南京で刊行された雑誌『蒙蔵週報』の記事を翻訳のうえ、その内容を検討した（「『蒙蔵
週報』解題、および記事目録（1929～1931 年）」『近代内モンゴルにおけるモンゴル語出版物の
歴史』所収）。この時期は、中華民国内において盟旗制度を巡り、様々な議論が交わされた時期
であり、雑誌には中央政府の民族政策と地方の動きを見る上で重要な内容が含まれている。つぎ
に、内モンゴル自治政府成立後、オランホトで刊行された漢語版『内モンゴル日報』（マイクロ
フィルム版）のうち、1948～1953 年における盟旗制度に関する記事の抽出を行った。同新聞は、
内モンゴル近現代史の基礎的資料であり、制度的変革の実施状況を把握するために重要な資料
である。また、モンゴル語版『内モンゴル日報』もわずかながら入手することができ、これらも
併せて検討した。 
 2021 年度は、前年度に引き続き新型コロナ・ウィルス感染症の影響により、当初の計画を実



施することができなかった。そのため主に国内における調査結果のとりまとめと、資料の分析作
業に従事した。具体的には、蒙疆政権期（1930～1940 年代）における文書史料の整理、内モンゴ
ル西部を中心とする資料集や地方志の収集と、これらの分析をおこなった。以上の調査・分析か
ら、内モンゴル西部の開墾と同地域における「県」の設置過程、そして 20 世紀から現代に至る
「盟旗」制度の変遷について把握することができた。今後さらに検討を進め、学術論文として公
表する計画である。 
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